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概要：（1,000 字以内で記述） 

グローバル化の中で成功裏に企業が成長するには、人材によるグローバル対応力の強化や、国内外の多

様な人材が活躍できるような組織作りを通じた人材の国際化が重要である。それにより、多様な知識が企業内

に取り込まれ、それがさらにはグローバル競争における優位性獲得への源泉にもなる。企業から海外派遣され

た後に帰国した帰任者は、それを可能にさせる人材である。ところが、帰任者は元々日本にいた人でもあり、

かつ、帰任者が異文化圏で得た知識の多くは暗黙的である。そのため、組織や他の従業員は、帰任者を「同

類」だと誤認しやすく、その知識の価値に気が付きにくい。従って、海外経験の保有者である従業員の知識の

価値を組織が見落とさずに活用するというテーマに取り組むには、他の海外経験者(外国人従業員等)よりもむ

しろ、海外派遣後の帰任者の事例が適していると考えた。 

帰任者に関する研究レビューによれば、帰任者研究は再適応研究と知識移転研究という 2 つの系統からな

されていることが分かっている(内藤、2013)。しかし研究上の大きな課題として、その 2 つが未統合であるため

に、海外経験を保有する人材の活用というテーマについての検討が断片的であるのが現状である。本研究で

はそれを乗り越えることを目的とし、研究に取り組む過程で、帰任者の知識移転研究の方は蓄積が浅いため

に、両者を統合させる前に、知識移転研究を発展させることを優先させた。ただし、これまでの帰任者の知識

移転研究では、帰任者が国内と海外の双方の勤務経験を有するという特徴がゆえに、その組織的活用が企

業のグローバル発展には必要だとの点から、主にその知識の組織内移転そのものについて検討されている。 

本研究では、企業間の知識移転研究を援用しつつ、帰任者を含む個人による知識移転に関する研究を踏

まえ、知識の発信者である帰任者の組織における知識移転モチベーションの向上に焦点をあてることとした。

特徴としては、海外派遣後に帰任者は所属組織において一時的にマージナルな存在であること、帰任者の知

識は企業にとって価値があるものの移転が難しくかつ移転には時間的制約があること、帰任者の知識移転へ

のモチベーションを阻害する問題が個人レベルから組織レベルにまで渡ること等を示している。その上で、そ

の知識移転モチベーションを向上させる要因を検討している。 
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